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特定技能所属機関による外国人労働者の引き抜き防止に係る申し合わせ 

 

 飲食料品製造業分野については、幅広い業種から構成されており、企業規

模も多様であるといった特性があるところ、今般の新たな外国人材の受入れ

制度においては、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理等の専門的技能に着目した仕

組みとすることで、業種や規模に関わらず業全体として幅広く利用できるよ

うになっており、飲食料品製造業分野の範囲内であれば、企業間、業種間の

転職が可能となっている。 

 他方、新たな外国人材の受入れ制度を施行することにより、大都市圏等特

定地域に外国人が過度に集中することや大企業への偏在が生じることが強

く懸念されている。特に、飲食料品製造業分野においては、技能実習２号対

象職種（水産加工、食肉加工、惣菜製造等）とそうでない職種が混在し、受

入れ機関の間で無秩序な外国人労働者の引き抜きが行われれば、業界内の雇

用秩序を乱すとともに、大都市への過度な集中を助長する可能性がある。 

 こうした点を踏まえ、大都市圏等特定地域に外国人が過度に集中すること

を予防する観点から、他地域で雇用されている外国人労働者を積極的に引き

抜き雇用することを自粛することを申し合わせる。 

食品産業特定技能協議会の構成員である各特定技能所属機関は、安全で良

質な食料を安定的に供給するという役割を担う食品企業の社会的使命を改

めて認識し、本申し合わせを踏まえ、引き続き飲食料品製造業分野の健全な

発展に資するよう努めていく。 


